
 

 

 

         
 

 

 

 

 

代議員会への書面参加及びテレビ会議システム等の活用について 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

№2020－特 1 

第 2 号 

2 0 2 0 年 5 月 15 日 

団体年金サービス部 
 

 2017年１１月に確定給付企業年金のガバナンスに関する制度改正がなされ、代議員会への書面参加及び

テレビ会議システム等を利用することが規約の変更届出を前提に適用可能となっております。 

 「新型コロナウィルス」の影響により、集合型の代議員会開催が困難な状況下で、最近、増加している相談

事例を踏まえて解説させていただきます。 

※当資料は、企業年金基金さま向け決算説明会（動画対応）で使用した資料を編集したものになります。 



代議員会への書面参加
及びテレビ会議システム等の活用について

～最近の動向、相談事例を踏まえた解説

第一生命保険株式会社
団体年金サービス部

2020年５月

確定給付企業年金



代議員会への書面参加及びテレビ会議システム等の活用

項目 留意事項

（注）対応する場合は規約の変更（届出）が必要です。代議員会会議規程の変更も推奨します。

2017年１１月に確定給付企業年金のガバナンスに関する制度改正がなされ、代議員会への書面参加
及びテレビ会議システム等を利用することが規約の変更届出を前提に適用可能となっております。

① 議案の審議前に、出席代議員（開催場所外から出席する者も含む。）

が相互に画像及び音声を正確に発信及び受信できているかを確認

すること。

② 正常に議論が交わされ、システムが正常に稼働した状態で審議が

終了したことを議長が確認すること。

③ これらの確認事項、代議員が会議に出席した場所等について

議事録に記載すること。

テレビ会議やウェブ会議

システムによる代議員会

の開催

書面による議決権行使
代議員会に書面をもって、議決権又は選挙権を行使する者は

出席者とみなす（確定給付企業年金法施行令第１７条）。※

（※）会議録には、議長及び代議員会において定めた二人以上の代議員が署名する必要があります。
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届出における施行日、適用日について

 確定給付企業年金法第17条には、「規約の変更（軽微なものに限る）をしたときは、遅滞なく、

届け出なければならない。」とされています。

※ 規約の変更をしたときとは、手続きが完了した日、基金型であれば代議員議決日もしくは理事長専決日。

 このため、届出書の施行日は、「規約の変更をしたとき≦施行日」となっている必要があります。

なお、届出自体は、「施行日＜受付日」でも認められます。

 また、規約変更してから届け出ることから、届出書の施行日は、「この規約は、届出の日から

施行し、○年○月○日から適用する。」ではなく、「この規約は○年○月○日から施行する。」

となります。

厚生局

軽微な規約の変更をしたときは・・・
遅滞なく届出!

現行規約に規定がなされていない場合には、代議員会の前に理事長専決により規約変更を行うことにより
適用することが可能です。また、前頁の規約変更を行う場合には確定給付企業年金法第１１条第３号
の代議員会に関する事項（軽微な事項）として、規約変更後、届出を行うことで差し支えありません。

『確定給付企業年金の事業運営上の留意点』（関東信越厚生局 健康福祉部 企業年金課作成）より引用。
２



理事長専決について①

（１）理事長専決の範囲について

 理事長専決につきましては、確定給付企業年金法施行令第12条第4項により『理事長は、

代議員会が成立しないとき、又は理事長において緊急を要すると認めるときは、代議員会の

議決を経なければならない事項で、緊急に行う必要があるものを処分することができる。』と

規定されています。

 この他、理事長専決に係る法令、通知等は特に発出されておらず、専決できる範囲は、

特に示されてはおりません。

 このため、理事長専決の範囲は、理事長が緊急を要すると判断し、処分を行うものであり、

行政がその範囲を決められるものではありません。

代議員会の議決を経なければならない事項で、緊
急に行う必要があるものを処分することが可能。理事長

（理事長専決）
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・代議員会が成立しないとき

・理事長において緊急を要すると認めるとき

『確定給付企業年金の事業運営上の留意点』（関東信越厚生局 健康福祉部 企業年金課作成）より引用。



理事長専決について②
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（２）代議員会への報告について

 確定給付企業年金法施行令第12条第5項には、『理事長は、前項の規定による処置につい

ては、次の代議員会においてこれを報告し、その承認を求めなければならない。』とありますが、

代議員会会議録の中には、理事長専決を行った事案についての報告を行っていないものや、

報告は行っているものの、報告後に承認を求めていないものが見受けられます。

（承認）（専決）

理事長 代議員会

（報告）

『確定給付企業年金の事業運営上の留意点』（関東信越厚生局 健康福祉部 企業年金課作成）より引用。

 理事長が専決処分を行った場合には、必ず次の代議員会において、報告のうえ承認を求める

必要があります。

（理事長専決規程等により、あらかじめ専決できる事項であっても、包括的に承認されていることとはなりません

ので、必ず次の代議員会において、報告のうえ承認を求めてください。）



ご参考 規約・規程の雛形

５

（`書面による議決権行使‘と`テレビ会議等による代議員会の開催‘に対応した雛形）



規約と規程の雛形①
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●規約変更（例）



規約と規程の雛形②
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●規約変更（例）
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規約と規程の雛形③

●代議員会会議規程（例）
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規約と規程の雛形④

●代議員会会議規程（例）


